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地域医療構想 重点支援地区第 3弾（２０２１年１月） 

岐阜県東濃地区（東濃厚生・土岐市民）が選定（２県２地区） 

岐阜県東濃区域を新たに選定（第 1弾から１１道県 14区域

に） 

 

コ
ロ
ナ
禍
第
３
波
で
地
域
医

療
は
ひ
っ
迫
し
、
医
師
・
看
護

師
不
足
か
ら
入
院
体
制
は
「
医

療
崩
壊
」
の
危
機
に
あ
り
ま

す
。 

 

公
立
・
公
的
病
院
が
コ
ロ
ナ

患
者
受
け
入
れ
の
８
割
を
占
め

て
い
る
中
、
病
院
の
統
廃
合
と

病
床
転
換
は
無
情
に
進
行
し
て

い
ま
す
。
そ
の
中
で
、
外
来
医

療
の
機
能
明
確
化
を
医
療
法
一

部
改
定
で
推
し
進
め
よ
う
と
し

て
い
ま
す
。 

 

国
保
で
は
法
定
外
繰
り
入
れ

解
消
（
滞
納
解
消
）
・
県
内
保

険
料
水
準
の
統
一
化
（
市
町
村

独
自
事
業
の
標
準
化
）
・
医
療

費
適
正
化
（
高
額
医
療
費
や
ジ

ェ
ネ
リ
ッ
ク
、
検
査
や
治
療
内

容
の
チ
ェ
ッ
ク
） 

 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
の
一

部
負
担
２
割
化
導
入
。 

 

生
活
保
護
相
談
支
援
の
外
注

化
で
、
無
資
格
派
遣
職
員
に
よ

る
ノ
ル
マ
保
護
取
り
消
し
や
申

請
却
下
な
ど
「
生
活
保
護
申
請

は
国
民
の
権
利
」
（
厚
労
省
Ｈ

Ｐ
）
と
は
乖
離
し
た
事
態
が
進

行
し
て
い
ま
す
。 

 

こ
れ
で
は
、
医
療
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
な
い
「
難
民
」
増

加
が
野
放
し
に
さ
れ
ま
す
。 

 

長
年
の
社
保
協
や
団
体
が
要
求
し
て
き
た
国
民
健
康
保

険
料
の
子
ど
も
均
等
割
り
保
険
料
が
、
二
〇
二
二
年
か
ら

就
学
前
ま
で
５
割
軽
減
さ
れ
る
方
針
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し

た
。
今
年
の
自
治
体
キ
ャ
ラ
バ
ン
や
地
域
社
保
協
が
取
り

組
む
自
治
体
要
望
で
は
自
治
体
単
独
で
就
学
前
５
割
軽
減

を
求
め
て
就
学
前
均
等
割
無
料
を
勝
ち
取
り
ま
し
ょ
う
。 

 

県
予
算
に
よ
る
高
校
三
年
間
の
医
療
費
助
成
実
現
を
！ 

 

現
在
四
二
市
町
村
が
中
学
卒
業
ま
で
医
療
費
窓
口
負
担

を
現
物
給
付
（
無
料
）
に
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
二
〇
二

一
年
度
か
ら
は
県
内
二
一
市
町
村
（
五
〇
％
）
が
高
校
卒

業
（
十
八
歳
年
度
末
）
ま
で
の
一
部
負
担
金
助
成
と
な
り

ま
す
。 

 

毎
年
県
懇
談
の
場
で
市
町
村
が
実
施
す
る
医
療
費
助
成

に
対
し
て
静
岡
県
の
よ
う
に
中
学
卒
業
ま
で
は
県
が
助
成

す
る
よ
う
求
め
て
き
ま
し
た
が
、
「
引
き
続
き
市
町
村
の

努
力
に
期
待
し
た
い
」
と
県
予
算
で
の
助
成
を
拒
ん
で
い

ま
す
。 

 

二
〇
二
一
年
度
は
県
に
対
し
て
、
「
高
校
三
年
間
（
一

八
歳
年
度
末
）
の
外
来
・
入
院
の
窓
口
負
担
を
県
で
助
成

す
る
こ
と
」
を
要
望
し
て
い
き
ま
す
。 

『新型コロナウイルス感染症対策のため

の要望書』 

１、高齢者入所施設の従事者を対象に、

予防的なＰＣＲ検査（全額助成）を実施

してください。 

新日本婦人の会県本部がすすめている

市町村への要望書です。地域社保協が

ある自治体へは地域社保協として要望

書を提出しましょう。 

 

 



 豆知識 

高齢化社会に対応できる病床確保が

必要な日本の病床割合 

～２０２５年療養型病床は廃止～ 

・２００７年看取り場所の推移で進むと、２０４０年には４９万人分の看取り場所が不足する。 

・現在ある「介護療養病床」「医療療養病床」は２０２５年に廃止となる⇒介護医療院へ移行 

• 日本は経済協力開発機構（OECD）加盟国で人口当たりのベッド数が最も多

く、一般病床と感染症病床で計約 90万床に上るが、コロナ患者用のベッドは

6日時点で 2万 7650床（約 3％）にとどまる。 

•  日本には中小の民間病院が多いという事情もある。中川会長は、民間病院は

規模が小さく、医師数や病棟も少ないため、コロナ専用病棟などの対応が難し

いと指摘。「民間病院は『コロナ以外』の救急や入院が必要な患者の医療を精力

的に担っている」と強調した。 


